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1 はじめに

私は教員を目指しており、近年問題となっている日本
の学力低下に関心を持ったことが、本研究のきっかけと
なった。国の学力レベルは何によって変化するのかを研
究したいと思った。そこで、OECDによる学習到達度調
査に注目し、国の学力レベルに影響をあたえる原因を分
析してみることにする。

2 データについて

OECDが行う学習到達度調査は多くの国が義務教育を
終える 15 歳を対象に 3 年に一度行われ、読解力、数学
リテラシー、科学リテラシーが調査される。調査結果は
参加した全ての国の平均点が 500点となるように算出さ
れる。

2.1 対象とする国の選択

09年の調査では 65の国と地域が参加した。様々な国を
対象として分析を行いたいが、一国の平均的な学力レベ
ルとして判断しにくい国、多民族多言語で調査が平等に
行われにくい国、分析を進める上で必要となるデータの
入手が困難な国は対象から外した。対象から外れた主な
国は、中国、ロシア、アフリカ諸国である。今回は以下
の 27カ国を対象として分析を行った。オーストラリア、
オーストリア、ベルギー、カナダ、チェコ、デンマーク、
フィンランド、フランス、ドイツ、ハンガリー、アイスラ
ンド、アイルランド、イタリア、日本、韓国、メキシコ、
オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、
ポルトガル、スロバキア、スペイン、スウェーデン、イ
ギリス、アメリカ、チリ。(Web[2]参照)

2.2 学校制度の違い

国によって学校制度は異なるが、対象とした全ての国
において、初等教育、前期中等教育、後期中等教育、高等
教育という段階分けをすることができる。それぞれ日本
の小学校、中学校、高校、大学にあたる段階である。学習
到達度調査が行われる 15歳は後期中等教育の最初にあた
る年である。そのため、説明変数として扱うデータのう
ち、教育に関するものは 15歳までの教育に影響を与える
と思われる初等教育、前期中等教育のデータを使用した。

3 分析方法

学習到達度調査にどんな変数が影響を与えているか調
べるため、修正決定係数に基づく変数選択を行った後、重
回帰分析を行った。また、残差分析を行ったところ、ポ
ルトガルのクックの距離が 1より大きくなったが外れ値
とは言えなかった。また、多重共線性の影響についても
認められなかった。その後、国同士の関連を調べるため、
3つの得点、説明変数についてそれぞれクラスター分析
を行った。(菅 [1]、渡辺 [6]参照)

4 結果

4.1 変数選択

説明変数を標準化し、変数選択行った結果、3つの調査
に影響を与える変数はそれぞれ異なるものが残ったが、学
力レベルへの影響の差を対比させて調べるために、3つ
の調査に対する変数の数、内容を共通にした。決定係数
が 0.7、P値が 0.5未満程度となるように選定し、以下の
9変数を用いることにした。1.人口、2.教員 1人あたり
の生徒数、4.識字率、5.GDP、6.人口密度、8.平均教育
年数、10.図書等輸出数、11.図書等輸入数、13.インター
ネット普及率。(永井 [3]、大村・山原 [4]、Web[5]、書籍
[7]参照)

4.2 重回帰分析

まず読解力、数学リテラシー、科学リテラシーの 3つ
について重回帰分析を行った。ここでは表 1に読解力に
ついての結果を載せる。

表 1 分析結果 (読解力)

変数 係数 P値
切片 496.1481 0.0000

人口 −5.1434 0.2086

教員 1人あたりの生徒数 −1.1581 0.4925

識字率 9.3898 0.1660

GDP 9.6547 0.5649

人口密度 6.8208 0.0981

平均教育年数 3.9166 0.3616

図書等輸出数 −12.4597 0.0936

図書等輸入数 7.9388 0.2690

インターネット普及率 6.7511 0.2518

次に影響度を比較するため図 1のように係数によるプ
ロット図を作成し、影響度の比較を行った。ここでは読
解力と数学リテラシーの対比を載せる。
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図 1 読解力と数学リテラシーの比較



3つの組み合わせを行った結果、人口および人口密度、
図書等輸入数、インターネット普及率の違いが読解力、科
学リテラシーに影響し差が生じること、GDPの違いが数
学リテラシーに影響し差が生じることがわかった。

4.3 クラスター分析

次に 3つの得点についてのクラスター分析と共通の説
明変数によるクラスター分析を行った。それぞれ図 2、図
3の様な結果になった。
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図 2 得点によるクラスター分析
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図 3 変数によるクラスター分析

得点によるクラスター分析では以下の様な分類ができ
た。
第 1群:全体的に得点の高い国。主にアジア、オセアニア
の国。
第 2群:3番目に得点の高い国。主に東、南ヨーロッパの
国。
第 3群:2番目に得点の高い国。主に北、西ヨーロッパの
国。
第 4群:全体的に得点の低い国。アメリカ以南の国。
という分類ができた。
変数によるクラスター分析では以下の様な分類ができ
た。
第 1群: 経済的に他国より大きく発展している国。多く

の変数について良い評価となっているが、教育環境とし
ては北ヨーロッパを下回っている国。アメリカ。
第 2群: 経済の発展が遅れている。識字率も低いことか
ら教育が十分に行き届いていないと考えられる国。メキ
シコ、チリ。
第 3群:人口が少なく経済的に特に発展してはいないが、
教育にかける年数が長く国として教育制度がきちんとし
ていると考えられる国。インターネット普及率も高い。主
に北ヨーロッパ、オセアニアの国。
第 4.1群: 経済が発展した部類に入り、図書等輸出入量
が多い国。カナダ、イギリス。
第 4.2群:人口が少なく経済的に特に発展してはいないが、
人口密度がやや高くその他の変数も中間的な値をとって
いることからバランスがとれていると見られる国。主に
東ヨーロッパの国。
第 4.3群: 国としては小さいが、人口密度が高く、経済
的にも発展しインターネット等も普及している国。アジ
ア、西ヨーロッパの国。

5 考察

学力レベルが上位の国は、教育に直接関係しない経済
等が発展している国と、国として教育環境を整えている
国、の 2種類に分かれた。この研究の目的として、日本
の学力低下の背景を探るということがあったが、日本は
学力レベルが上位の国の中でも前者の教育に直接関係し
ない経済等が発展している国の仲間であることがわかっ
た。確かに日本は豊かではあるが、教育の点でみると他
国と比べて国民の関心も薄く、国としての介入も少ない
ように思う。日本が今後、世界でトップの学力を誇る国
を目指すためには、国民が教育に関心を持ち、国が積極
的に教育環境を充実させていくことが必要であると思う。

6 おわりに

この研究を通して、日本の学力低下の背景をうかがう
ことができた。これからも教職に就く身として、世界で
の日本の学力レベルに注目していきたいと思う。
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